
【基本事項】

年 月 ～ 年 月

【事業の概要及び分析】

【投入されたコスト・業務量】

人 人 人

人 人 人

【事業の評価】

（予算書コード） 08-03-01-10-01

令和４年度事務事業評価シート

事務事業名 治水対策事業の推進
担当課名 建設水道課

担当係名 関連調整係

単年度予算 運営方法 その他

（事業に始期又は終期がある場合に記入）

事業区分

根拠法令等の名称 諏訪圏域河川整備計画他

事業の目的
　（誰に対して）
　（何のために）
　（何を行うか）

町民の生命財産を守るため災害に強いまちづくりを目指し、長野県と連携し「諏訪圏域河川整備計
画」に基づく一級河川砥川の治水対策の推進、平成18年７月豪雨災害を教訓に一級河川承知川
の河川改修、十四瀬川の護岸整備を推進するとともに、高木地区に砂防堰堤を整備し土石流の抑
止及び渓流浸食の防止を図る。

事業の開始・終了

事業の活動成果

（事業の実施によりどのよう
な状態にしたいか）

指標名 指標の算出方法 単位 令和３年度

181,986

令和４年度 令和５年度

県の予算額に
対する実績

実施額／予算額 千円

目　標 30,000 73,000 399,000

実　績 157,180

達成率 606.6% 215.3%

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度予算

事
業
費

事　　業　　費　　　Ａ 14 千円 22 千円 31 千円

うち 会計年度任用職員人件費 千円 千円 千円

正規職員人件費　Ｂ 0.80 5,293 千円 0.80 5,255 千円 0.80 5,423 千円

事 業 費 合 計　Ｃ （A＋Ｂ） 5,307 千円 5,277 千円 5,454 千円

財
源
内
訳

特
定
財
源

国　の　負　担 千円

町　の　借　入 千円

千円 千円

県　の　負　担 千円 千円 千円

千円

そ　　の　　他 千円 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源　（町の負担） 5,307 千円 5,277 千円 5,454 千円

うち 使用料・手数料　Ｄ

当町の地形は急峻で山林が平地の間近まで迫り、市街地を貫流する一級河
川が４河川、土砂災害警戒区域が56区域、特別警戒区域が51区域ある。町
民の生命財産を守るのは町の責務であり、事業者の県と協力して進める必
要がある。

受 益 者 負 担 率　（Ｄ／Ｃ） 0 ％ 0 ％ 0

適切である 事業規模と比較して、町の負担額が極端に少なく効率的である。

％

区　　　　分 評　　価 説　　　　　　明

妥当性
町が行う必要があるか
国・県・民間・住民と役割
分担できないか

Ｂ
町以外では
行えない

 

公平性
受益者が偏っていないか
適切な費用負担を求めて
いるか

Ａ 適切である
受益者は町民全体である。また、主たる事業者は県であることから、町の負
担額は僅かである。

効率性
予算、人員と成果を踏ま
え、事業が効率的に行わ
れているか

Ａ

達成度
事業の活動成果は目標
を上回っているか
（下回っている場合は、その理由）

Ａ
目標値以上
である

令和３年度から繰り越された金額を加えて整備が進められたため、当初予算
に対する実績額は目標を上回った。承知川については令和５年度の事業完
了が予定されている。また、大沢川の砂防堰堤設置に向けた工事用道路の
整備など、各種事業の完了に向けた工事や手続きが進んでいる。

総　合　評　価
現状維持

町民の安心安全のための事業であり、早期の事業完了が望まれる。町では
県に対し、一刻も早い各種事業の完了及び安全を最大限確保できるような
治水対策事業の推進を要望していく。

前年度の総合評価
（評価が変わった場合はその理由）

現状維持



【基本事項】

年 月 ～ 年 月

【事業の概要及び分析】

【投入されたコスト・業務量】

人 人 人

人 人 人

【事業の評価】

（予算書コード） 08-04-04-10-01

令和４年度事務事業評価シート

事務事業名 国道20号バイパスの建設促進
担当課名 建設水道課

担当係名 関連調整係

単年度予算 運営方法 その他

（事業に始期又は終期がある場合に記入）

事業区分

根拠法令等の名称

事業の目的
　（誰に対して）
　（何のために）
　（何を行うか）

諏訪広域及び近隣圏域の発展、快適な生活環境づくりの推進、交通安全・交通渋滞、災害時の緊
急輸送路の確保、地域発展・観光産業の活性化等のため、国道20号バイパスの建設促進・現道改
修を図る。

事業の開始・終了

事業の活動成果

（事業の実施によりどのよう
な状態にしたいか）

指標名 指標の算出方法 単位 令和３年度

0

令和４年度 令和５年度

バイパス事業化
延長に対する工
事完成延長

工事完成延長／事業化
区間延長

km

目　標 1.7 1.7 7.3

実　績 0

達成率 0.0% 0.0%

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度予算

事
業
費

事　　業　　費　　　Ａ 2,392 千円 679 千円 1,010 千円

うち 会計年度任用職員人件費 千円 千円 千円

正規職員人件費　Ｂ 1.20 7,940 千円 1.20 7,883 千円 1.20 8,134 千円

事 業 費 合 計　Ｃ （A＋Ｂ） 10,332 千円 8,562 千円 9,144 千円

財
源
内
訳

特
定
財
源

国　の　負　担 千円

町　の　借　入 千円

千円 千円

県　の　負　担 千円 千円 千円

千円

そ　　の　　他 千円 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源　（町の負担） 10,332 千円 8,562 千円 9,144 千円

うち 使用料・手数料　Ｄ

国・県・住民との合意形成により進める事業であり、町が関係機関、住民と十
分な調整を行い事業を進める必要がある。

受 益 者 負 担 率　（Ｄ／Ｃ） 0 ％ 0 ％ 0

適切である
国の事業予算が不透明な状況であるが、地元住民の意向を適切に関係機
関へ伝えるとともに、効果的な事業推進が図られている。

％

区　　　　分 評　　価 説　　　　　　明

妥当性
町が行う必要があるか
国・県・民間・住民と役割
分担できないか

Ｂ
町以外では
行えない

 

公平性
受益者が偏っていないか
適切な費用負担を求めて
いるか

Ａ 適切である 地域住民のみならず、国民全体に受益がある。

効率性
予算、人員と成果を踏ま
え、事業が効率的に行わ
れているか

Ａ

達成度
事業の活動成果は目標
を上回っているか
（下回っている場合は、その理由）

Ｃ
目標値以下
である

地元建設促進期成同盟会と連携した取り組みにより、下諏訪岡谷バイパス
第1工区の工事及び今後の工事に向けた用地買収、発掘調査が行われてい
る。諏訪バイパスについては、一部事業化となり、今後測量及び地質調査等
が行われていく。

総　合　評　価
拡　　充

下諏訪岡谷バイパス第１工区は、（仮称）山田トンネル掘削が令和３年11月から岡谷市長地地区よ
り掘削工事が進められている。また、砥川に架かる橋梁の建設のため、今後仮橋の設置に向けて
事業が進んで行く予定である。今後も、地元対策委員会と連携し、住民の側に立った取組が必要で
ある。諏訪バイパスについては、令和５年４月に一部区間（５．６ｋｍ）について事業化されたが、調
査区間（４．７ｋｍ）が未事業化となっているため、建設促進期成同盟会とともに全線事業化及び早
期完成に向けた活動を行っていく必要がある。

前年度の総合評価
（評価が変わった場合はその理由）

拡　　充



【基本事項】

年 月 ～ 年 月

【事業の概要及び分析】

【投入されたコスト・業務量】

人 人 人

人 人 人

【事業の評価】

（予算書コード） 08-04-01-05-01

令和４年度事務事業評価シート

事務事業名
都市計画道路３・４・12号
赤砂東山田線整備事業

担当課名 建設水道課

担当係名 関連調整係

単年度予算 運営方法 その他

（事業に始期又は終期がある場合に記入）

事業区分

根拠法令等の名称 都市計画法、都市計画法施行令

事業の目的
　（誰に対して）
　（何のために）
　（何を行うか）

町民のための安全で快適な交通環境の確保を目指し、市街地における通過交通の排除と円滑な
交通流動を確保するため、一般国道20号下諏訪岡谷バイパスと町の市街地を結ぶ、下諏訪都市
計画道路３・４・12号「赤砂東山田線」の整備に向け、長野県や地権者との調整や事務手続きを進
める。

事業の開始・終了

事業の活動成果

（事業の実施によりどのよう
な状態にしたいか）

指標名 指標の算出方法 単位 令和３年度

1,092

令和４年度 令和５年度

地元負担金累
計額

県事業の実施にあたり、町
で街路区間整備に対して支
出する負担金の総額に対す
る累計負担金額

千円

目　標 120,000 120,000 120,000

実　績 4,092

達成率 0.9% 3.4%

令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度予算

事　　業　　費　　　Ａ 267 千円 3,267 千円 9,514 千円

うち 会計年度任用職員人件費 千円 千円 千円

正規職員人件費　Ｂ 0.80 5,293 千円 0.80 5,255 千円 0.80 5,423 千円

事 業 費 合 計　Ｃ （A＋Ｂ） 5,560 千円 8,522 千円 14,937 千円

財
源
内
訳

特
定
財
源

国　の　負　担 千円

町　の　借　入 千円

千円 千円

県　の　負　担 千円 千円 千円

千円

そ　　の　　他 千円 千円 千円

千円 千円

千円

千円

一般財源　（町の負担） 5,560 千円 8,522 千円 14,937 千円

うち 使用料・手数料　Ｄ

本事業は県が事業者であるが、各種手続きや地権者との交渉において町の
果たす役割が大きく、県と協力して進める必要がある。

受 益 者 負 担 率　（Ｄ／Ｃ） 0 ％ 0 ％ 0

適切である 適正な業務委託等により、必要最小限の職員数で執行している。

％

区　　　　分 評　　価 説　　　　　　明

妥当性
町が行う必要があるか
国・県・民間・住民と役割
分担できないか

Ｂ
町以外では
行えない

 

公平性
受益者が偏っていないか
適切な費用負担を求めて
いるか

Ａ 適切である
市街地における通過交通の排除と円滑な交通流動確保のためであり、町民
全体の安全で快適な交通環境の確保を目的とする。

効率性
予算、人員と成果を踏ま
え、事業が効率的に行わ
れているか

Ａ

達成度
事業の活動成果は目標
を上回っているか
（下回っている場合は、その理由）

Ｂ
目標値どお
りである

令和４年１０月に国により事業認可を受け、道路の詳細設計に着手してお
り、事業は着実に進行している。

総　合　評　価
拡　　充

早期の完成を目指し、事業を着実に進めていくために長野県と調整をとりな
がら整備を進めていく。

前年度の総合評価
（評価が変わった場合はその理由）

拡　　充


